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施策の方向 -----------------------------------------------------------  

子どもを安心して生み育てることができ、子どもたちが笑顔で成長することができるよ

う、幼児教育や保育サービスの充実、経済的負担の軽減などにより、子育て家庭を支援する

とともに、地域全体で子育てを支える環境づくりを進めるなど、総合的な子ども・子育て支

援に取り組みます。 

 

現状と課題 -----------------------------------------------------------  

  核家族化や共働き家庭の増加により、子育て家庭の負担感が増しています。家庭が求め

る教育・保育のニーズも多様化しており、ニーズに対応した教育・保育サービス基盤の整

備と適切なサービス量の確保が求められています。 

  すべての子どもの成長を支援するため、様々な理由により教育・保育に係る費用を負担

できない家庭については、公平性に配慮しながら経済的な支援を行う必要があります。 

  核家族化や近隣との人間関係の希薄化などにより、子育て家庭が孤立しがちな状況と

なっており、地域における子育て支援が必要となっています。 

  地域の中で子どもを育んでいくために、子どもたちの居場所づくりとともに、親子がと

もにふれ合う場づくり、さらには、世代間交流の場づくりを促進していく必要があります。   

  仕事と子育ての両立には、ゆとりを持って子どもを育てるためにも「働き方の見直し」

が重要です。このため、事業主への「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）※」

に関する啓発などを行っていく必要があります。 

  ヤングケアラーや児童虐待、子どもの貧困等が社会的問題となっており、複雑かつ重篤

な相談ケースが増えている中、関係機関との連携をより一層図り、早期に発見・対応する

とともに、要保護・要支援児童家庭への適切な支援を行う必要があります。 

 

施策の成果 -----------------------------------------------------------  

 指標名 
現状値 

（R４） 

目標値 

（Ｒ7） 

成果指標 

教育・保育施設入所希望

者の入所率 
100％ 100％ 

放課後児童クラブ※入会

希望者の受入率 
100％ 100％ 

子育て相談窓口の相談件

数 
2,429 件 3,146 件 

市民実感

度指数 

令和元年度 令和２年度 令和3年度 令和４年度 

2.72P ― ― ― 

施策１ 子ども・子育てへの支援 

３ 施策別事業計画 
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施策を構成する事務事業 

 

（１）幼児教育や保育サービスの充実  

◎放課後児童クラブ事業 ◎教育･保育施設等運営給付事業 

◎幼児教育施設利用費等助成事業 ○公立保育所事業 

○子育て短期支援事業 ○教育・保育施設等整備事業 

（２）経済的負担の軽減 

◎すこやか子育て医療費助成事業 ◎ひとり親家庭等医療費助成事業 

◎多子世帯等への利用者負担額（保育料）軽減事業 ◎妊娠・子育て応援給付金事業 

○母子生活支援施設等措置事業 ○児童手当支給事業 

○ひとり親等福祉事業 ○養育医療等事業 

○小児慢性特定疾病対策事業 ○母子父子寡婦福祉資金貸付事業 

（３）子育て相談支援 

◎子育て総合相談窓口運営事業 ◎母子保健事業 

◎妊娠・子育て応援給付金事業（再掲） ○子ども・子育て支援事業 

（４）地域で子育てを支える環境づくり 

◎子ども応援事業 ◎放課後子供教室推進事業 

○子育て・お助け隊派遣事業 ○児童館等運営事業 

○ファミリー・サポート・センター事業 ○幼児教育センター事業 

○児童福祉総務費  

（５）健やかな心身の育成 

◎子ども運動遊び事業  

 

  

施策１ 子ども・子育てへの支援 



基本目標１ いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 

【施策の柱】次代を担う子どもたちを育む 

21 

主要事業 

 

担当部課名 

 子ども未来部 子ども保育課 

事業概要 

●保護者が就労等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対して、授業の終了後に、市内の

小学校等（千代田小を除く）26 箇所と放課後児童クラブ※の運営を委託する幼稚園や保育園等 11 事業

者において、適切な遊び及び生活の場を与え、子どもの状況や発達段階を踏まえながら、その健全な育

成を図る事業である。 

●支援員等 99 名（会計年度任用職員）により実施 

●月曜日～金曜日 午後２時～午後７時、第一土曜日（４月を除く） 午前９時～午後 5 時 

 長期休暇中（夏・冬・春休み） 午前８時～午後７時 

●保護者負担金 月５，０００円（８月のみ１０，０００円） 

現状と課題 

●開設時間を午後１時３０分～午後６時３０分から午後２時～午後７時へ変更したことにより、利用者の

利便性の向上を図ることができた半面、支援員の確保が課題となっている。 

●南部地域の小学校においては、児童数が増加傾向にあり、それに伴って放課後児童クラブのニーズが高

まっているが、２５人学級への対応などにより学校の余裕教室等を借りることができず、開設場所の選

定が課題となっている。 

今後の事業展開 

●放課後児童支援員 

認定資格研修の受講 

令和５年度 約 20 名受講予定 

 資質向上研修の受講 

  令和５年度 全放課後児童支援員受講予定 

●今後の利用見込により、事業委託も含めた放課後児童クラブの増設等を検討する。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和５年度 令和6年度 令和 7年度 

334,685 330,838 330,065 

 

 

 

 

 

                  

放課後児童クラブ事業 
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                       担当部課名 

                       子ども未来部 子ども保育課 

事業概要 

●教育･保育施設等（保育所、認定こども園、小規模保育事業所等）が円滑に運営することができるように、

施設型給付費を支給するとともに各施設が実施している地域子ども・子育て支援事業（病児保育事業、

延長保育事業、一時預かり事業、地域子育て支援拠点事業、1 歳児保育事業等）を支援するため、補助金

を交付する。 

●令和 4 年度の教育・保育施設等 

保育所 20 施設、認定こども園 33 施設、小規模保育事業所 5 施設、事業所内保育事業所１施設、施設型

給付幼稚園 5 施設 

●幼児教育・保育の無償化の対象となった認定こども園・施設型給付幼稚園（１号認定）の預かり保育及

び認可外保育施設の利用者の経済的な支援をするため、利用実績に基づいた給付を行う。 

現状と課題 

●共働き家庭の増加等による保育ニーズの高まりに伴う教育・保育施設等に入所する児童が増え、保育士

等の需要も増加しているが、処遇面等に課題があることから、将来的に保育士不足も懸念される。 

●平成 29 年度から、教育・保育施設等の保育士等を対象として、経験年数及び技能・経験に応じた大幅な処

遇改善を実施するとともに、令和４年 2 月からは新型コロナウイルス感染症への対応など、最前線で働く

保育士等を対象にさらなる処遇改善を実施し、安定した教育・保育環境の確保に努めている。 

今後の事業展開 

●公定価格の改定や制度改正に伴い、適正に対応していく。 

●令和５年度から、全ての児童が安定した環境のもと、教育・保育を受けられるようにすることを目的に、こ

れまで実施してきた障がいのある 2、3 号認定児童の受け入れを行う保育所等への補助制度を拡充すると

ともに、新たに障がいのある１号認定児童の受け入れを行う保育所等に対する補助制度を創設し、保育環

境の充実を図る。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和 5年度 令和6年度 令和 7年度 

6,673,345 6,452,488 6,496,113 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育･保育施設等運営給付事業 
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担当部課名 

 子ども未来部 子ども保育課 

事業概要 

●子どもを私学幼稚園に就園させる施設等利用給付認定を受けた保護者に対して、入園料・保育料、預か

り保育の助成を行う。 

●「甲府市実費徴収に係る補足給付費交付要綱」に基づき、実費徴収となる副食費相当額の助成を行う。

（上限 4,500 円） 

現状と課題 

●私学幼稚園から施設型給付幼稚園等への移行が増加していることに伴い、施設数及び園児数がともに減

少傾向にあるが、利用者には引き続き安定した教育・保育を提供していく。 

今後の事業展開 

●私立幼稚園を利用する保護者に対し、幼児期に必要な教育・保育を受けることができるよう、利用者の

経済的支援を行う。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和 5年度 令和6年度 令和 7年度 

47,042 45,112 45,089 

 

担当部課名 

 子ども未来部 子育て支援課 

事業概要 

●０歳～１８歳に達した日以後の最初の３月３１日（高校 3 年生相当年齢）までの子どもの医療費の保険

診療に係る自己負担分を助成し、子どもの健やかな成長に寄与するとともに子どもを持つ家庭の経済的

な負担の軽減を図る。 

現状と課題 

●不要不急な受診に伴う医療費の増加を抑えるため、子どもを持つ家庭に対し適正受診について周知を図

る必要がある。 

今後の事業展開 

●「適正受診啓発チラシ」の配付や市ホームページで周知を行い、適正受診の啓発に努める。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

764,749 753,762 740,806 

 

 

 

 

 

すこやか子育て医療費助成事業 

幼児教育施設利用費等助成事業 
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                       担当部課名 

                       子ども未来部 子育て支援課 

事業概要 

●ひとり親家庭及び父母のない児童の医療費の保険診療に係る自己負担分を助成することにより、精神的

かつ経済的負担を軽減し、ひとり親家庭等の保健の向上と福祉の増進を図る。 

現状と課題 

●不要不急な受診に伴う医療費の増加を抑えるため、ひとり親家庭等に対し適正受診について周知を図る

必要がある。 

今後の事業展開 

●「適正受診啓発チラシ」の配付や市ホームページで周知を行い、適正受診の啓発に努める。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和 5年度 令和6年度 令和 7年度 

119,270 114,377 114,317 

 

担当部課名 

 子ども未来部 子ども保育課 

事業概要 

●安心して子どもを産み育てられる環境づくりの一環として、本市独自の保育料軽減制度を設け、子育て

家庭の経済的な負担の軽減を図る。 

（１）国が定める保育料徴収金基準額表から、本市が独自に保育料の負担軽減を行い、国と比較し、約 30％

の保育料を軽減する。  

（２）年収約 640 万円未満の世帯に対し、第 1 子の年齢に関わらず、第 2 子以降の 3 歳未満児の保育料を

無料にする。 

（３）16 歳未満の児童が 3 人以上いる世帯の保育料について、3 人目以降の児童の年少扶養控除を考慮し

て再計算を行い、保育料の軽減を図る。 

現状と課題 

●核家族化や共働き家庭の増加により、子育て家庭の負担感が増している。 

●すべての子どもの成長を支援するため、公平性に配慮しながら経済的な支援を行う必要がある。 

●少子化が進む一方で、保育所等の需要は増加している。 

●複数の軽減制度があるため、制度の内容をわかりやすく周知する必要がある。 

今後の事業展開 

●幼児期に必要な教育・保育を受けることができるよう、公平性に配慮しながら保育料の軽減を図り、利

用者の経済的支援を行う。 

 

影響額 

(千円) 

影響額見込 

令和 5年度 令和6年度 令和 7年度 

319,118 319,118 319,118 

ひとり親家庭等医療費助成事業 

多子世帯等への利用者負担額（保育料）軽減事業 
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担当部課名 

 子ども未来部 母子保健課 

事業概要 

●全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てできるよう、妊娠期から出産・子育てまで一貫して身

近で相談に応じ、様々なニーズに即した必要な支援につなぐ伴走型相談支援を実施するとともに、妊娠

の届出や出生の届出を行った妊婦・子育て家庭等に対し、出産育児関連用品の購入費助成や子育て支援

サービスの利用負担軽減を図る妊娠・子育て応援給付金の支給を一体的に実施する。 

(1) 伴走型相談支援 

妊娠届出時、妊娠 8 か月頃及び出生後４か月頃までの間で面談を実施し、必要な支援を行う。なお、妊

娠８か月頃の面談は、アンケートを行い、面談を希望した場合又は支援が必要と判断した場合に行う。 

(2) 妊娠・子育て応援給付金 

① 妊娠応援給付金 妊娠届出時の面談実施後に 5 万円を支給する。 

② 子育て応援給付金 出生届出時以降の面談実施後に 5 万円を支給する。 

現状と課題 

●核家族化が進み、地域のつながりも希薄になる中で、孤独感や不安感を抱える妊婦・子育て家庭も少な

くなく、全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てができる環境整備が喫緊の課題となっている。 

今後の事業展開 

●妊娠届出時から全ての妊婦・子育て家庭に寄り添い、身近で相談に応じる中で、必要な支援につなげて

いくとともに、速やかに妊娠・子育て応援給付金の支給を行う。 

●市民の利便性の向上に向け、オンライン相談を導入する。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和5年度 令和 6年度 令和 7年度 

136,036 128,883 128,816 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

妊娠・子育て応援給付金事業 
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担当部課名 

 子ども未来部 子育て支援課 

事業概要 

●子ども・青少年総合相談センターの「おひさま」・「あおぞら」において、妊娠期から青年期における家庭

の各種相談等への助言、ヤングケアラーへの対応や子育てサービスの情報提供など子どもや青少年、子

育て全般においての支援を行う。 

●児童相談所や学校・保育所等の関係機関と連携して、児童虐待の予防・早期発見・早期対応に努める。 

●子育てしやすい社会環境づくりについて意識向上を図ることを目的に「甲府市子育て応援優良事業者表

彰事業」を行う。 

●要保護児童対策地域協議会が効果的に機能するために関係機関の役割分担や連携に関する調整を行う。 

現状と課題 

●相談内容が複雑かつ重篤なケースが増えており、今後もこの傾向は強くなると考えられるため、早期対

応、継続した支援において、関係各課・機関の連携が一層重要となっている。 

今後の事業展開 

●児童虐待については、要保護児童対策地域協議会などの充実を図ることにより、発生予防・早期発見・

重症化予防の取組を強化し、妊娠期からの切れ目ない子育て支援を行う。 

●スーパーバイズ※の活用や研修などにより、家庭児童相談員のスキルアップを図る。 

●特定妊婦※については、マイ保健師との連携の強化を図り、適切な支援を行う。  

●ヤングケアラーについては、ヤングケアラーコーディネーターが当事者の負担軽減に向けた調整や関係      

 機関への働きかけなどを担う中で、「甲府市ヤングケアラー支援方針」における社会的理解の促進や早期  

 発見など総合的な対策を推進していく。 

●ヤングケアラーの心と身体を休めてもらうとともに、表面化しにくいヤングケアラーの実態を早期に把

握するためのきっかけづくりとして、「甲府市ヤングケアラー配食支援モデル事業」を実施する。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

21,783 26,382 19,222 
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担当部課名 

 子ども未来部 母子保健課 

                        福祉保健部 母子健康課 

事業概要 

●母子保健法等に基づき、妊産婦及び乳幼児の健康の保持・増進を図るため、保健指導・健康診査等を実

施し、母と子の健康づくりを推進する。 

●平成２９年度に子育て世代包括支援センターを開設するとともに、マイ保健師制度を導入し、妊娠期か

ら子育て期までの切れ目のない支援体制の構築を図っている。 

●中核市移行に伴い、女性の健康相談において、不妊等に悩む方への相談支援を実施している。 

●令和４年４月以降に実施した不妊治療を対象として、不妊に悩む方の経済的負担の軽減を図るとともに、

これまで以上に治療機会が提供できるよう、不妊治療費助成事業を実施している。 

現状と課題 

●子育て世代包括支援センターの開設に伴い、特定妊婦の選定、産婦健康診査等の関連事業を通じた様々

なスクリーニングにより、養育支援家庭の把握に努めている。早期にマイ保健師が支援することで、母

親の孤立感や不安感を和らげ、より良い子育てができるようにしていくとともに、自立に導くことが必

要である。 

●子育て世代包括支援センターの役割のひとつとして、必要な支援の調整や関係機関との連絡調整をする

などし、妊産婦や乳幼児等に対して切れ目のない支援を提供することが期待されているが、支援には多

くの関係機関が関わるため、十分な情報共有や連携が図れず、適切な関係機関につなぐ対応ができない

場合もあることから、妊産婦をはじめとする市民が安心して、妊娠、出産、子育てができるよう母子保

健に関わる関係機関との連携を更に推進していく必要がある。 

今後の事業展開 

●妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援を図るため、母子保健推進会議や母子保健研修会等を通じ

た関係機関との連携の推進などにより、子育て世代包括支援センターの機能強化を行うとともに低所得

の妊婦に対する初回産科受診料助成事業を実施するなど、マイ保健師が相談支援の起点となりながら、

関係機関や関連事業等をつなぎ合わせた包括的な支援体制の充実を図る。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和5年度 令和6年度 令和7年度 

264,226 252,921 252,889 

 

  

母子保健事業 
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担当部課名 

 子ども未来部 子ども応援課 

事業概要 

●子ども応援センターを中心に、「学習支援を兼ねた居場所づくり」を行う協力団体と連携し、「甲府学び

くらぶ事業」を行う。 

●子育て家庭の負担軽減を図るとともに、子どもたち自身の物を大切にする気持ちやもったいない気持ち

を育むため学用品等のリユース事業を展開する。 

●子どもの育ちを応援する方々が主体的に、また相互に連携・協働する取組を効果的に行うことができる

仕組みである「子ども応援プラットフォーム」を活用し、子ども未来応援条例に基づく「子ども未来応

援施策」を推進する。 

現状と課題 

●「甲府学びくらぶ事業」の利用対象を小・中学生に拡大し、子どもたちが気軽に利用できる学習支援を

兼ねた居場所づくりとなるよう取り組んでいる。 

●学用品等リユース事業については、学校並びに保護者からの協力を得る中、実施校の拡大を順次図って

きたところであり、令和 5 年度から市内全ての市立中学校が対象校となった。対象校の増加に伴い、在

庫数が増加していることから、希望者に効率的に譲り渡すことができる仕組みを検討する必要がある。 

●令和 3 年度に構築した「子ども応援プラットフォーム」への登録者の拡大を図るとともに、登録者同士

が交流し、連携の促進に繋げる「子ども応援会議」を開催している。加えて、子どもが未来を築く機会

づくりに繋がるよう、登録者の協力も得る中で、子どもの体験機会づくりのイベントを開催するととも

に、子どもの体験機会の創出や団体相互の交流、登録者数の拡大も促進する「子ども応援デリバリー事

業」を創設した。今後においては、子どもの育ちを一層応援するために、登録者の裾野を広げ、応援領

域の拡大とともに子どもの体験機会の増加を図っていく必要がある。 

今後の事業展開 

●学習支援を兼ねた居場所づくりの継続的な運営と協力団体の拡充を行う。 

●学用品等のリユース事業について、子ども服等の譲り渡しを行う甲府市社会福祉協議会と連携に向けた

協議を行うなど、希望者に効率的に譲り渡すことができる仕組みを検討する。 

●登録団体の活動を市ホームページ等により周知し、子育ち応援者及び子ども応援団体登録者と子どもや

子育て家庭とのマッチングを図るとともに、登録者の裾野を広げながら、応援領域の拡大を図る。 

●子ども応援フェスタの開催や子ども応援デリバリー事業を通じて、子どもたちに多様な体験機会を提供

し、子どもの育ちを応援するとともに、これらの事業等を通じて、協力団体同士の交流を促進し、活動

の活性化に繋げる。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和 5年度 令和6年度 令和 7年度 

6,934 6,636 6,633 

 

 

子ども応援事業 
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担当部課名 

教育部 生涯学習課 

事業概要 

●就学児童の放課後等における安全・安心な居場所づくりの一環として、豊かな「学び体験」につながる

多彩な体験活動や学習活動等の機会を提供する。 

●放課後子供教室※の活動プログラムに、学童保育である放課後児童クラブ※の児童が参加できる放課後児

童クラブ参加型（一体型）教室を立案・開催する。 

現状と課題 

●事業では、平成２８年度に策定した甲府市放課後子供教室の運営規準「甲府モデル」に基づき、多彩な

プログラムの提供や宿題の支援等が行われ、また、各校の特別教室等を活用し安全管理に配慮する中で

教室を開催するなど、安全で教育的な体験活動が展開される教室の拡充を計画的に行っている。 

●旧来型教室の事業の推進においては、担い手不足や高齢化等により運営に苦慮している教室もあり、運

営規準「甲府モデル」を生かした一層の支援の必要性がある。                                                                                                           

今後の事業展開 

●各放課後子供教室において、安全で教育的な体験活動等を今後も安定して計画的に提供するためには、

支援スタッフの充実が不可欠であり、特に、活動内容の充実や学校との連携等の観点から、教員経験者

の専任の担当者（コーディネーター）を配置する中で、事業を拡充していく。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

16,163 16,085 16,460 

 

 

  

放課後子供教室推進事業 



基本目標１ いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 

【施策の柱】次代を担う子どもたちを育む 

30 

担当部課名 

 子ども未来部 子ども応援課 

事業概要 

●文部科学省「幼児期運動指針」において、3 歳から 6 歳までの幼児期に子どもが主体的に体を動かす遊

びを中心とした身体活動を生活全体の中に確保することが重要であると示されていることから、子ども

の「丈夫な身体」と「しなやかな心」を養い、子どもの健やかな成長に繋がるよう、「人づくり」と「環

境づくり」の両面から、子どもの運動遊びを推進する。 

現状と課題 

●本市の子どもの体力・運動能力の現状は、文部科学省の全国体力・運動能力調査(全国体力テスト)の結果

によると、小学校 5 年生において、全国平均・山梨県平均を下回る傾向が続いている。 

●こうした中、新型コロナウイルス感染拡大の影響から、子どもたちの遊びや運動の機会が制限されたこ

とにより、子どもの体力・運動能力の低下が浮き彫りとなり、将来を担う子どもの成長への影響が懸念

されている。 

●新型コロナウイルス感染拡大防止策を講じる中、事業を継続し、子どもの「体を動かすことが楽しい。

心地いい。」という気持ちを高め、自発的に運動する機会を増加させ、運動能力向上と健全な心身の発育

に繋げていくことが必要である。 

今後の事業展開 

●「運動遊び」に関する「人づくり」の一環として、研修受講者が幼児期の運動遊びの重要性を理解し、自

らがプレイリーダーとなって研修内容を実践することにより、子どもの「体を動かすことが楽しい。心

地いい。」という気持ちを高め、子どもが自発的に運動する機会の増加に繋がるよう、運動遊びプレイリー

ダー研修会を継続して実施する。 

●保護者にも子どもの「運動遊び」の重要性が認識できるよう、家庭で行える運動遊びを体験できる親子

参加型の運動遊びイベントを実施する。 

●「運動遊び」に関する「環境づくり」の一環として、令和3年4月に設置した甲府市子ども屋内運動遊び

場の管理・運営に令和５年度から指定管理者制度を導入し、民間事業者の知恵や経営感覚等を活用しな

がら、魅力向上と効率的な施設運営を図り、子どもの運動への興味・関心を深め、もって運動能力向上、

子どもの豊かな心や健やかな体の成長に繋げる。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和 5年度 令和6年度 令和 7年度 

40,431 38,768 38,748 

  

子ども運動遊び事業 
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施策２ 学校教育の充実 

 

施策の方向 -----------------------------------------------------------  

子ども一人ひとりが確かな学力、思い遣る心や生きる力を身に付けることができるよう、

教育内容を充実するとともに、家庭や地域などと連携しながら、良好な教育環境の整備を図

ります。 

 

現状と課題 -----------------------------------------------------------  

  確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成に向け、教育内容を一層充実する必要

があります。 

  安心できる学校生活が送れるよう、家庭や地域、関係機関などと連携しながら、いじめ

や不登校といった問題の解消、情報モラルの向上などに向けた取組を推進していく必要

があります。 

  児童・生徒が良好な教育・学習環境のもとで学べるよう、学校施設の計画的な整備を進

めるほか、学校規模適正化に努めていく必要があります。 

 

施策の成果 -----------------------------------------------------------  

 指標名 
現状値 

（R４） 

目標値 

（Ｒ7） 

成果指標 

全国学力・学習状況調査

の全国平均以上の教科の

割合 

50％ 100％ 

いじめの解消率 
99.８％  

（R3） 
100％ 

市民実感

度指数 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

2.70P ― ― ― 
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施策を構成する事務事業 

   

（１）確かな学力の習得 

◎小学校外国語活動推進事業 ◎外国人講師による英語指導事業（中学校） 

◎サポートティーチャー事業（小学校） ◎サポートティーチャー事業(中学校) 

○教育指導事業（小・中学校） ○きめ細かな教育推進事業 

○維持管理事務（小学校） ○維持管理事務（中学校） 

（２）豊かな心の育成 

◎新しい時代を担う人づくり基金事業(甲府の教育推進事業） 

○研修研究事業 

◎学校危機管理体制整備事業 

○教育研修所等管理運営事業 

  

（３）健やかな体の育成 

◎学校給食事業（小学校） ◎学校給食事業（中学校） 

○学校保健事業（小学校） ○学校保健事業（中学校） 

（４）良好な教育環境の整備 

◎小学校校舎整備拡充事業 ◎小学校老朽化リニューアル事業 

◎中学校老朽化リニューアル事業 ◎高等学校長寿命化改良事業 

◎教材・情報環境整備事業（小学校） ◎教材・情報環境整備事業（中学校） 

○学校営繕事業（小学校） ○学校営繕事業（中学校） 

○教育振興事業（小学校） ○教育振興事業（中学校） 

○教育振興助成事務（小学校） ○教育振興助成事務（中学校） 

  

（５）高校と専門学校の充実 

◎外国人講師による英語指導事業（高校） ○入学準備金融資事業 

○商業高等学校事務 ○商業高等学校管理事務 

○商業高等学校保健厚生事業 ○商業高等学校振興事業 

○商科専門学校事務 ○商科専門学校管理事務 

○商科専門学校振興事業  
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主要事業 

 

担当部課名 

 教育部 学校教育課 

事業概要 

●言語や文化について体験的に理解を深め、主体的に外国語を用いてコミュニケーションを図ろうとする

態度の育成を図り、外国語の音声や基本的な表現に慣れ親しませながら、コミュニケーション能力の素

地を養う外国語活動を小学 3・4 年生から実施し、小学 5・6 年生は中学校との接続を見据えた外国語科

の内容を扱う。また、小学 1・２年生は、外国語に触れ、外国の生活や文化に慣れ親しむ機会を提供、異

なる文化への関心を持たせるための国際理解教育を実施するとともに、小学 3・4 年生は高学年との接続

を見据えた必要な内容と、それを活用して行う外国語活動を実施する。 

現状と課題 

●外国語指導助手（ALT：Assistant Language Teacher）を市立小学校へ派遣し、次の指導を行う。 

①外国語を用いて積極的にコミュニケーションを図ることができるための指導 

英語を用いてコミュニケーションを図る楽しさを体験すること、積極的に英語を聞いたり、話した

りすること、英語を用いてコミュニケーションを図ることの大切さを知ること。  

②日本と外国の言語や文化について、体験しながら理解を深めるための指導 

英語の音声やリズムなどに慣れ親しみ、日本語との違いや言葉の面白さに気付くこと、日本と外国

の生活等の違いを知り、多様なものの見方や考え方があることに気付くこと、交流により、異なる文

化等への理解を深めること。 

●外国語指導助手は、日本在住で英語を母語とする者の中から、英語指導に対する意欲及び経験、教育に

関する見識、日本語の能力、教師としての表現力並びに人柄等を面接により総合的に審査して採用して

いる。 

今後の事業展開 

●ALT による各指導を継続していくとともに、ALT が児童と気軽にコミュニケーションを取れる機会（運

動会等各種行事への参加等）の拡大に努める。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

67,345 69,377 69,341 

  

小学校外国語活動推進事業 
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担当部課名 

 教育部 学校教育課 

事業概要 

●外国語を通じて、言語や文化に対する理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の

育成を図り、聞くこと、話すこと、読むこと、書くことなどのコミュニケーション能力の基礎を養うこ

とを目標に、中学生を対象とした外国語指導等を実施。 

現状と課題 

●姉妹都市※デモイン市からの招聘者 3 名を含む７名の外国語指導助手（ALT：Assistant Language 

Teacher）を市立中学校へ派遣し、次の指導を行う。 

①【聞くこと】強勢、イントネーション、区切りなど基本的な音声の特徴を捉え、情報を正確に聞き取

り理解し、質問等に適切に応じ、概要や要点を適切に聞き取る。 

②【話すこと】強勢、イントネーション、区切りなどを正しく発音し、自分の考え等を聞き手に正しく

伝え、問答したり意見を述べ合ったり、与えられたテーマについて簡単なスピーチをする。  

③【読むこと】文字や符号を正しく読む、物語のあらすじや説明文を正確に読み取る、伝言や手紙など

の文章から書き手の意向を理解し、適切に応じる。  

④【書くこと】文字や符号を正しく書くこと、正しい文を書くこと、メモをとること、自分の考えや気

持ちなどを書くこと。 

今後の事業展開 

●適正かつ効率的な人的配置 

●ALT を授業時間以外で活用するための機会の充実を図る。 

●日本語力が乏しい ALT の生活サポート体制の充実に努める。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

33,212 32,329 32,312 

  

外国人講師による英語指導事業（中学校） 



基本目標１ いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 

【施策の柱】次代を担う子どもたちを育む 
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担当部課名 

 教育部 学校教育課 

事業概要 

次の各種教育支援活動を拡大することにより、きめ細かな教育を充実させ、児童の健全育成と学力の向上

を図る。 

●教育支援ボランティアの配置による、児童に対するきめ細かな支援体制の充実。 

●特別支援教育支援員※の配置による、教育上特別な支援が必要な児童への学習及び生活支援の充実。 

●日本語指導員の配置による、外国籍児童生徒等へのサポート。 

●子どもたちの学びを保障し、教職員の負担軽減を図るため、学習指導員及びスクール・サポート・スタッ

フを配置。 

●市内全小学校に、コミュニティスクールとするため学校運営協議会を設置した。地域の声を積極的に生

かして、地域と一体となって特色ある学校づくりを推進していく。 

現状と課題 

●教育支援ボランティア（学生）の確保において、近隣市町村の学校や様々な機関が学生ボランティアの

活用を積極的に推し進めていることから、各学校のニーズに応じた人材（人数）の確保が難しくなって

いる。また、学生の交通手段（大半は徒歩・自転車）が限られていることや市内公共交通機関が十分に

整っていないことで、各学校への均等な配置が難しい。 

●特別な支援の必要な児童数が増加するとともに、対応すべき児童及び学校のニーズが多様化しているが、

現状に応じた特別支援教育支援員の人材確保が難しい。 

●グローバル化が進む中、多様な言語に応じた日本語指導員の確保が難しい。 

今後の事業展開 

●大学との連携強化により、教育支援ボランティアの安定的な確保及び市内全学校へ均等に配置するため

の対策を講じる。 

●各校の実態把握に基づいた特別支援教育支援員の適正配置と支援員向けの研修内容を充実させる等、資

質向上策を講じる。 

●日本語指導において、様々な母語に対応するため、関係機関や民間との連携対策を講じ、日本語理解不

足等の帰国子女及び外国人就労者子弟への学習支援の充実を図る。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

150,483 144,309 144,234 

 

  

サポートティーチャー事業(小学校) 
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担当部課名 

 教育部 学校教育課 

事業概要 

次の各種教育支援活動を拡大することにより、きめ細かな教育を充実させ、生徒の健全育成と学力の向上

を図る。 

●教育支援ボランティアの配置による、生徒に対するきめ細かな支援体制の充実。 

●特別支援教育支援員※の配置による、教育上特別な支援が必要な生徒への学習及び生活支援の充実。 

●部活動指導員の配置による、教員の多忙化解消及び部活動の円滑な運営への支援。 

●子どもたちの学びを保障し、教職員の負担軽減を図るため、学習指導員及びスクール・サポート・スタッ

フを配置。 

●市内全中学校に、コミュニティスクールとするため学校運営協議会を設置した。地域の声を積極的に生

かして、地域と一体となって特色ある学校づくりを推進していく。 

現状と課題 

●教育支援ボランティア（学生）の確保において、近隣市町村の学校や様々な機関が学生ボランティアの

活用を積極的に推し進めていることから、各学校のニーズに応じた人材の確保が難しくなっている。ま

た、学生の交通手段（大半は徒歩・自転車）が限られていることや市内公共交通機関が十分に整ってい

ないことで、各学校への均等な配置が難しい。 

●特別な支援の必要な生徒数が増加するとともに、対応すべき生徒及び学校のニーズが多様化しているが、

現状に応じた特別支援教育支援員の人材確保が難しい。 

今後の事業展開 

●大学との連携強化により、教育支援ボランティアの安定的な確保及び市内全学校へ均等に配置するため

の対策を講じる。 

●各校の実態把握に基づいた特別支援教育支援員の適正配置と支援員向けの研修内容を充実させる等、資

質向上策を講じる。 

●部活動指導員を市内中学校に２名配置し、教員の多忙化改善及び部活動の円滑な運営を図る。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

65,000 62,333 62,301 

サポートティーチャー事業(中学校) 



基本目標１ いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 
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担当部課名                  担当部課名 

 教育部 学校教育課 

事業概要 

●平成 4 年度に「新しい時代を担う人づくり基金運営委員会」を設置し、新しい時代を担う人づくりを目

指して、「甲府の教育」の全体像を構築するとともに、創造性豊かな人づくりに資するための調査・研究

を行い、その推進を図っている。主な活動は、「甲府の教育」の構築と推進、地域社会と学校教育との交

流への助成、奨励、児童・生徒の望ましい考えや生活態度及び地域住民の望ましい養育態度や、学校教

育への援助活動等の奨励、その他委員会の主旨に添った事業への助成・奨励を行う。 

現状と課題 

●21 世紀の時代を担う子どもの教育 

家庭・地域と連携し、特色ある学校づくりを目指す中で、甲府の子どもの教育の中核である「思い遣る

心」の育成と「生きる力」を育む教育の展開を図るため、「甲府の子どもの教育総合推進校事業」を実施

する。  

●なでしこ（撫子）賞 

児童生徒の望ましい考え方や生活態度への奨励として、友達との望ましい人間関係や他の児童生徒の模

範となる善行を行った児童生徒に対して、「なでしこ（撫子）賞」の表彰を実施する。 

今後の事業展開 

●時代のニーズに沿った調査・研究を行い、指定校での研究成果を各校にフィードバックするなど、新し

い時代を担う人づくりを目指す教育を推進する。 

●「甲府の子どもの教育総合推進校（不登校対策）」として、今年度、北西中と南西中を指定校とする中で、

校内に教育支援センター「ほっとルーム」を設置し、居場所づくりや学びの機関の提供、不登校の未然

防止等について研究し、市内小中学校にフィードバックしていく。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

1,154 1,107 1,106 

  

新しい時代を担う人づくり基金事業 
(甲府の教育推進事業） 



基本目標１ いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 

【施策の柱】次代を担う子どもたちを育む 
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担当部課名 

 教育部 学校教育課 

事業概要 

●子どもたちを取り巻く環境が厳しさと危険度を増す中、子どもたちの生命を最優先に考え、子どもたち

が安全・安心な学校生活を送ることができるよう、リスクマネジメント※（予防・未然防止）及びクライ

シスマネジメント※（早期対応・解決）体制と教育支援活動の強化を図る。 

●複雑化、多様化するいじめや不登校等の問題に対応するため「甲府市児童生徒支援センター すてっぷ 」

を設置し、総合的な相談窓口として充実を図る。 

●学校安心メール※の情報発信や学校安全ボランティア※講習会の開催による安全防犯対策。 

現状と課題 

●いじめ認知件数や不登校児童生徒の増加、暴力行為、登下校中の不審者などの問題が発生するなど、さ

らには、生命に関わるような事案も発生している中、子どもたちを取り巻く環境は、厳しさと危険度を

増している。 

●不登校等の要因として、家庭の貧困や地域からの孤立等、福祉的な支援を要するケースが多発している。 

●指導主事や生徒指導アドバイザーと連携し、スクールカウンセラー（SC）や自立支援カウンセラーによ

るいじめ・不登校への対応及び相談業務等を展開するほか、ヤングケアラー等の複雑な家庭環境による

子どもや保護者への対応として、専門性の高い資格を持った、スクールソーシャルワーカー※（SSW）や

スクールロイヤーを配置し、多様化するニーズに組織的に対応を行っている。 

●地震や近年の異常気象による「自然災害」への備えが重要な課題となっている。 

●ＳＮＳをはじめとするネット上でのいじめ対策等、新たな課題に対する、調査研究、マニュアル整備、

指導力の向上等、即応力の向上が課題となっている。 

今後の事業展開 

●リスクマネジメント（予防・未然防止）及びクライシスマネジメント（早期対応・解決）体制の強化を図

る。 

①危機管理・防災に係る学校マニュアル及び教育委員会の対応マニュアルの適宜見直し。 

②子ども、保護者及び担当教師等に対する各種相談窓口体制の充実と各家庭との連携強化。 

③甲府市いじめ防止連携会議等設置条例に基づく各種施策の進展。 

④子ども未来部との連携体制の強化。 

⑤学校・家庭・地域・関係機関等との連携強化。 

⑥教育委員会内の組織体制の強化（事案発生時における即応力の向上）。 

⑦学校安心メール加入者数の拡大に努め、緊急情報の共有体制の強化を図る。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

19,985 21,083 21,072 

  

学校危機管理体制整備事業 



基本目標１ いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 
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担当部課名 

 教育部 学事課 

事業概要 

●給食内容の充実を図り、安全で安心な給食を児童に提供する。 

現状と課題 

●衛生管理に対する指導の徹底を図っている。 

●地場農産物の給食への活用に係る品質規格の均一性、必要量の確保を図っている。 

●異物混入防止対策の取組について指導の徹底を図っている。 

●給食における食物アレルギー対応を図っている。 

●食材費が高騰している現状において栄養価を維持した献立を作成する。 

●給食費の未納者への徴収対応を収納促進のため効果的に行う。 

今後の事業展開 

●学校教育の一環としての学校給食の意義を踏まえ、栄養価を確保した献立を作成するとともに、衛生管

理の徹底や食べ残しの削減、地産地消の推進をはじめとする学校給食の充実を図る。 

●学校給食費の収納率を高めるため、口座振替やコンビニ収納の促進などを図るとともに、未納者に対し、

個々の状況に応じたきめ細かな対応に努める。 

●調理従事者等への安全衛生指導・研修等を定期的に行い食中毒及び異物混入防止に努める。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

1,048,427 1,049,829 1,047,081 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校給食事業（小学校） 
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担当部課名 

 教育部 学事課 

事業概要 

●給食内容の充実を図り、安全で安心な給食を生徒に提供する。 

現状と課題 

●衛生管理に対する指導の徹底を図っている。 

●地場農産物の給食への活用に係る品質規格の均一性、必要量の確保を図っている。 

●異物混入防止対策の取組について指導の徹底を図っている。 

●給食における食物アレルギー対応を図っている。 

●食材費が高騰している現状において栄養価を維持した献立を作成する。 

●給食費の未納者への徴収対応を収納促進のため効果的に行う。 

今後の事業展開 

●食缶方式※による民間委託の状況報告や給食提供に係る情報交換を学校関係者、保護者、受託業者等と行

うとともに、給食調理業者への衛生管理指導を徹底する。 

●学校教育の一環としての学校給食の意義を踏まえ、栄養価を確保した献立を作成するとともに、衛生管

理の徹底や地産地消の推進をはじめとする学校給食の充実を図る。 

●学校給食費の収納率を高めるため、口座振替やコンビニ収納の促進などを図るとともに、未納者に対し、

個々の状況に応じたきめ細かな対応に努める。 

●調理従事者等への安全衛生指導・研修等を定期的に行い食中毒及び異物混入防止に努める。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

524,674 534,895 527,116 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校給食事業（中学校） 



基本目標１ いきいきと輝く人を育むまちをつくる（人） 
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担当部課名 

まちづくり部 建築営繕課 

事業概要 

●少人数学級の導入及び拡大に伴い、山城小学校において教室数が不足することから、児童の教育環境の

確保を図るため校舎の増築を行う。 

現状と課題 

●山城小学校は、児童数が微増で推移しており、推計では数年はその傾向が続くことが見込まれているこ

とから、今後、年次的に少人数学級が拡大された場合は、教室数の不足が懸念される 

●校舎の増築に伴うグラウンドの縮小により、授業等への影響が懸念される。 

今後の事業展開 

●関係部局と協議を行う中で設計・施工を行い、令和 6 年度 2 学期からの供用開始を目指し、事業を実施

していく。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

- 34,866 52,300 

 

担当部課名 

教育部 教育施設課 

事業概要 

●学校施設は、子どもたちの学習・生活の場であることから、機能的な施設環境を整えるとともに、安全

性、防災性、防犯性や衛生的な環境を備えた施設となるよう整備する。 

現状と課題 

●学校施設は、建築後２５年以上の老朽化対策が課題となっており、今後、これらが更新時期を迎える中

で、国の交付金の採択方針を見極めながら、年次的かつ効率的に老朽化施設のリニューアルを行ってい

く。 

●工事期間中における教育環境への影響が懸念される。 

今後の事業展開 

●学校施設老朽化リニューアル計画に基づき、校舎 13 校・屋体 3 校の工事を行った。今後、校舎 2 校の

トイレリニューアル工事を行い、安全・安心な施設環境の確保、教育環境の質的向上を図る。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

122 37,688 - 

 

 

小学校老朽化リニューアル事業 

小学校校舎整備拡充事業 
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担当部課名 

 教育部 教育施設課 

事業概要 

●学校施設は、子どもたちの学習・生活の場であることから、機能的な施設環境を整えるとともに、安全

性、防災性、防犯性や衛生的な環境を備えた施設となるよう整備する。 

現状と課題 

●学校施設は、建築後２５年以上の老朽化対策が課題となっており、今後、これらが更新時期を迎える中

で、国の交付金の採択方針を見極めながら、年次的かつ効率的に老朽化施設のリニューアルを行ってい

く。 

●工事期間中における教育環境への影響が懸念される。 

今後の事業展開 

●学校施設リニューアル計画に基づき、校舎 5 校・屋体 1 校の工事を行った。今後、校舎 2 校のトイレリ

ニューアル工事を行い、安全・安心な施設環境の確保、教育環境の質的向上を図る。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

132 50,250 - 

 

担当部課名 

教育部 教育施設課 

事業概要 

●甲府市学校施設長寿命化計画に基づき、財政負担の平準化を図りつつ、各施設に求められる機能、性能

を将来にわたって持続的に確保することを目的に、長寿命化改修工事を実施する。 

現状と課題 

●学校施設は、建築後２５年以上の老朽化対策が課題となっており、今後、これらが更新時期を迎える中

で、年次的かつ効率的に長寿命化を図っていく。 

●工事期間中における教育環境への影響が懸念される。 

今後の事業展開 

●今後、学校施設の点検等を行う中で、計画に基づき事業を実施していく。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和 5年度 令和6年度 令和7年度 

68,508 - - 

 

 

 

中学校老朽化リニューアル事業 

高等学校長寿命化改良事業 
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担当部課名 

 教育部 学事課 

事業概要 

●学習指導要領に基づく教材教具の整備及び情報教育関連機器の整備に加え、ICT 機器等を活用した教育

用コンテンツ等ソフトウエアの整備・充実を年次的に行う。 

●教職員用の ICT 機器等を活用した情報教育（指導環境）を一層向上させるため、引き続き「教職員１人

１台パソコン」の運用を図る。 

現状と課題 

●教材教具備品は、毎年度ほぼ同額の予算を確保する中で、学校が必要とする教材教具の整備を行ってい

る。 

●ＧＩＧＡスクール構想で配備した 1 人 1 台端末の活用が進むにつれ、学校ネットワークの最適な通信帯

域の確保が必要となる。 

●ＧＩＧＡスクール構想で配備した、1 人 1 台端末は、持ち帰り学習や使用頻度が増えるにつれ、落下等

による破損が増えるため、取扱い方法や破損防止策等が必要となる。 

●学校ネットワークは 3 系統に分離されているため、利用端末やログイン ID が複数となり、管理・運用が

煩雑となること。また、現状では各系統間の情報連携が困難であり、教育データの利活用を推進するう

えで効率が悪い。 

今後の事業展開 

●授業に必要な教材教具の整備及び情報教育環境を整備するとともに、学校ネットワークについては、今

後本格導入されるデジタル教科書等の運用を見据え、令和６年度より超高速大容量の学術情報ネット

ワークである「SINET」※へ接続することで、通信環境の最適化を図る。 

●ICT 端末の普段使い並びに端末の効果的な活用事例を創出する、令和５年度文部科学省事業「リーディ

ング DX スクール事業」に参加することで、教員の ICT スキルの向上と教育活動の高度化を目指す。 

●学校ネットワークの分離状態をなくすため、ネットワークを一本化したシステムのクラウド化を検討す

る。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

165,504 169,223 181,478 

  

教材・情報環境整備事業（小学校） 
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担当部課名 

 教育部 学事課 

事業概要 

●学習指導要領に基づく教材教具の整備及び情報教育関連機器の整備に加え、ICT 機器等を活用した教育

用コンテンツ等ソフトウエアの整備・充実を年次的に行う。 

●教職員用の ICT 機器等を活用した情報教育（指導環境）を一層向上させるため、引き続き「教職員１人

１台パソコン」の運用を図る。 

現状と課題 

●教材教具備品は、毎年度ほぼ同額の予算を確保する中で、学校が必要とする教材教具の整備を行ってい

る。 

●ＧＩＧＡスクール構想で配備した 1 人 1 台端末の活用が進むにつれ、学校ネットワークの最適な通信帯

域の確保が必要となる。 

●ＧＩＧＡスクール構想で配備した、1 人 1 台端末は、持ち帰り学習や使用頻度が増えるにつれ、落下等

による破損が増えるため、取扱い方法や破損防止策等が必要となる。 

●学校ネットワークは 3 系統に分離されているため、利用端末やログイン ID が複数となり、管理・運用が

煩雑となること。また、現状では各系統間の情報連携が困難であり、教育データの利活用を推進するう

えで効率が悪い。 

今後の事業展開  

●授業に必要な教材教具の整備及び情報教育環境を整備するとともに、学校ネットワークについては、今

後本格導入されるデジタル教科書等の運用を見据え、令和６年度より超高速大容量の学術情報ネット

ワークである「SINET」※へ接続することで、通信環境の最適化を図る。 

●ICT 端末の普段使い並びに端末の効果的な活用事例を創出する、令和５年度文部科学省事業「リーディ

ング DX スクール事業」に参加することで、教員の ICT スキルの向上と教育活動の高度化を目指す。 

●学校ネットワークの分離状態をなくすため、ネットワークを一本化したシステムのクラウド化を検討す

る。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

100,899 100,764 106,151 

  

教材・情報環境整備事業（中学校） 
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担当部課名 

 教育部 学校教育課 

事業概要 

●外国語を通じて、言語や文化に対する理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の

育成を図り、情報や考えなどを的確に理解したり適切に伝えたりするコミュニケーション能力を養うこ

とを目標に、甲府商業高等学校を対象とした外国語指導等を実施。 

●グローバル化に対応した英語教育の充実を図り、国際感覚を身につけた人材の育成を図るため、実践的

な外国語指導を行う。 

現状と課題 

●外国語指導助手（ALT：Assistant Language Teacher）の配置により、生きた英語学習の場を提供し、

実践的な英語教育の充実、国際感覚を身につけた人材の育成を図り、国際理解教育の推進・充実に努め

る。 

●英語を通じて、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度を育成するとともに、情報や考えなど

を的確に理解したり適切に伝えたりする基礎的な能力を養い、伸ばし、社会生活において活用できるた

めのサポートを行う。 

今後の事業展開 

●ALT による各指導を継続していくとともに、ALT が生徒と気軽にコミュニケーションを取れる機会（部

活動や学園祭等各行事）の拡大に努めるとともに、外国語に堪能な地域の人々の協力を得るなど、指導・

サポート体制の充実を図る。 

●日本語力が乏しい ALT の生活サポート体制の充実に努める。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 

4,803 4,798 4,987 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外国人講師による英語指導事業（高校） 
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施策の方向 -----------------------------------------------------------  

青少年が社会性や自立性を身に付け、責任を持って行動できる社会人として成長してい

くため、関係機関と連携しながら、学校、家庭、地域が一体となって、青少年にとって有害

な環境の浄化活動を推進するなど、青少年の非行防止と健全育成に努めます。 

 

現状と課題 -----------------------------------------------------------  

  パソコンやスマートフォンなどを介したインターネット等による有害情報の氾濫等、

青少年を取り巻く状況が変化する中、関係機関と連携しながら、学校、家庭、地域が一体

となって、青少年にとって有害な環境の浄化活動を推進することや、青少年育成団体等の

活動を支援し、地域全体で青少年を守り育てる気運を高めることにより、青少年の非行の

防止や健全育成に努めていく必要があります。 

 

施策の成果 -----------------------------------------------------------  

 指標名 
現状値 

（R4） 

目標値 

（Ｒ7） 

成果指標 

青少年ジュニアリーダー

数※ 
344 人 380 人 

美化活動に参加する青少

年の数 
704 人 2,300 人 

市民実感

度指数 

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 

2.72P ― ― ― 

 

 

施策を構成する事務事業 

    

青少年の非行防止と健全育成 

◎青少年健全育成事業 ○チビッコ広場整備事業 

○二十歳のつどい費  

 

  

施策３ 青少年の健全育成 

施策３ 青少年の健全育成 
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主要事業 

 

担当部課名 

 子ども未来部 子ども応援課 

事業概要 

●青少年育成甲府市民会議では、青少年の育成活動の中核として青少年ジュニアリーダー※の育成等に努

めている。また、甲府市子どもクラブ指導者連絡協議会では、子ども達がスポーツや遊びを通じて、自

主的な集団活動を行うことにより、地域の子ども達が健やかに成長するよう努めている。 

●甲府市青少年育成センターでは、専門補導委員による市内中心街の巡回補導、地区補導委員並びに学校

補導委員による地域における巡回補導等を行い、青少年の非行の早期発見と未然防止に努めている。 

●市内中学校 15 校の代表者が、日常生活で思い・考え、また感じていることを、自由な発想で社会に訴え

る「21 世紀を考える少年の主張大会」を開催している。 

現状と課題 

●青少年育成団体の活動において、各地区での指導者、育成者が高齢化しており、後継者の発掘や育成が

課題となっている。 

●新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、集団活動の抑制やインターネット等の普及による有害情

報への接触機会の増加など、青少年に及ぼす影響が懸念される。 

今後の事業展開 

●少子化等と指導者の高齢化により活動の継続が困難な地区については、組織改革や地域の実情に応じた

自主的かつ効果的な取組を支援していく。また、青少年の健全育成活動の着実な推進が図られるよう、

団体執行部と地区組織の連携を強化していく。 

●「21 世紀を考える少年の主張大会」を開催し、若者が意見発表をする機会を創出する。 

 

事業費 

(千円) 

当初予算額 計画額 

令和 5年度 令和6年度 令和 7年度 

13,616 13,026 13,019 

 

 

青少年健全育成事業 


